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１ はじめに 

避難所の開設・運営の主体は避難者（地域住民）ですが、発災当初から避難者（地

域住民）がリーダーとなって避難所を開設・運営することが困難なことから市職員が

リーダーとなり、学校等施設管理者の協力を得て、当面の間は避難所の開設・運営を

担うこととしています。しかしながら、災害発生当初は被害状況の把握、避難指示等

の周知、避難者の誘導、要救助者の救出・救助等の命を守るための活動が主体となり、

市職員の避難所への派遣が滞ることがあると考えられます。このため、避難所を開設

する際には、学校等職員の積極的な協力をお願いしているところです。 

また、災害対策基本法第７条第１項において、「地方公共団体の区域内の公共的団

体、防災上重要な施設の管理者その他法令の規定による防災に関する責務を有する者

は、法令または地域防災計画の定めるところにより、誠実にその責務を果たさなけれ

ばならない」とされています。指定避難所に指定されている学校等は防災上重要な施

設であり、学校等施設管理者は、避難所の受入れや生活環境の整備等について市と協

力して行うことが想定されています。しかしながら、令和７年７月３０日のカムチャ

ツカ半島付近の地震に伴う津波警報発表時には、市職員の不備もあり、学校等施設管

理者の協力を得て避難所を開設する手順等に、一部不十分な面が散見されました。 

このため、文部科学省が発出した「大規模災害時の学校における避難所運営の協力

に関する留意事項について（通知）」や「学校防災マニュアル（地震・津波災害）作成

の手引き」に基づき、学校等施設管理者が積極的に協力するため、平素どのような準

備を行い、大規模災害発生時にどのような協力を行うかについて整理し、学校等施設

管理者や市の派遣職員の参考としてもらうものです。 

 

２ 避難所開設・運営における学校等施設管理者の基本的な役割 

大規模災害時の学校における避難所運営の協力に関する留意事項について（通知）

によると、「大規模災害の発生時における学校の教職員の第一義的な役割は、児童生

徒等の安全確保とともに、児童生徒等の安否確認と学校教育活動の早期正常化に向け

て取り組むことあり、避難所の運営については、一義的には、市町村の防災担当部局

等が責任を負うものであります。しかしながら、これまでの大規模災害の経験を踏ま

えれば、発災直後には被害状況の把握に追われるほか、道路だけではなく通信、電気、

ガス、上下水道をはじめとしたライフラインの寸断等により、現実的には市町村の防

災担当部局等が直ちに避難所運営の十分な体制を整えることが困難であること等も

あり得ます。このため。発災から一定期間は学校の教職員が施設管理という点も踏ま

えて避難所運営の協力を可能な限り行わざるを得ないことが予想されますが、教職員

が避難所運営に協力し、円滑に防災担当部局等又は住民の自主運営へと移行すれば、

早期の学校再開につながり、児童生徒等が日常生活をいち早く取り戻すことができま

す。」と記されています。 
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また、学校防災マニュアル（地震・津波災害）作成の手引きにも「避難所運営は本

来的には防災担当部局が責任を有するものですが、担当者に引き継ぐまでに一定期間

を要することが想定されます。災害規模が大きな場合には担当者が全ての避難所に配

置されず、教職員が避難所の開設や運営等について中心的な役割を担う状況が考えら

れます。」となっています。 

これらのことを踏まえると、避難所の開設・運営の責任は市で、主体は避難者（地

域住民）であり、学校等の教職員は、あくまでも支援という立場ですが、市職員が他

の業務に追われ不在する場合や十分な人数を派遣できなかった場合には、市の職員が

十分に派遣されるまでの間、あるいは、避難者（地域住民）による自主運営が機能す

るまでの間は、避難所開設・運営に関し中心的な役割を担って頂き、避難所運営組織

が立ち上がった以降は、施設管理者として施設使用に関する助言等の協力を行うこと

になると考えられます。 

 

３ 平素における学校が避難所となる場合の運営方策（以下「学校避難所運営方策」と

いう。）及び組織体制の検証・整備 

（１）学校避難所運営方策の検証・整備 

学校避難所運営方策を検証・整備する際には、防災担当部局等に協力を依頼した

りすること等、改めて防災担当部局等及び地域住民が組織する自主防災組織と連携

するとともに、内閣府（防災担当）が作成した「避難所運営ガイドライン」、北斗市

が作成した「北斗市避難所マニュアル」、文部科学省が作成した「学校防災マニュ

アル（地震・津波災害）作成の手引き」も参考にしながら、児童生徒等が在校中に

学校が避難所となり、児童生徒等と教職員の安否確認や避難誘導等と同時に行われ

る場合も想定して、下記事項についても十分な内容であるかを確認して下さい。 

ア 教職員の具体的な参集・配備の在り方や役割分担 

イ 学校が避難所になった場合の開設や組織の立ち上げについての方法 

ウ 教育活動の円滑な再開を見据えた、避難所としての学校施設の利用計画（救護

所や仮設トイレ等の避難所として必要なスペースの設置場所、避難者による駐車

及び救援物資の搬送等に関わる車両の進入等の場所の検討等） 

エ 学校施設・設備の被害状況の把握方法 

オ 避難者の把握方法 

カ 主として高齢者や障がい者、乳幼児その他の特に配慮を要する者やペットを連

れた避難者への対応 

キ 水や食料等の確保や備蓄品の配付方針及び方法 

ク 防災担当部局等や教育委員会との情報連絡の在り方 

ケ 地域の自主組織やボランティア等との連絡・調整及びＰＴＡや避難者等との情

報共有の在り方 
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（２）学校避難所運営方策の不断の見直及び相互理解 

学校防災マニュアルと併せて、学校避難所運営方策についても、より実践的かつ

実効性あるものにするために、他の学校等との相互検証、有識者等による外部検証

及び訓練を通じた不断の見直しを行うとともに、その内容について教職員はもとよ

りＰＴＡ等にも共通理解を図るよう努めて下さい。 

また、学校避難所運営方策について、防災担当部局等と協力して、地域住民が組

織する自主防災組織、医療機関をはじめとした関係機関と共有を図るように努めて

下さい。 

（３）学校の組織体制の検証・整備 

学校において学校安全や防災を推進する教職員・組織を校務分掌上明確にする等、

組織として取り組むための体制について検証・整備して下さい。 

 

４ 大規模災害発生時における学校の協力 

市は指定避難所の開設を判断した場合には、原則、１施設２名の職員を派遣するこ

ととしています。これらの職員が中心となって、施設の職員や避難者（地域住民）の

協力を得て、避難所の開設、避難してくる人の誘導・受付、要配慮者に対する対応、

避難者への情報提供や問合せ対応、災害対策本部との連絡等を行います。 

しかしながら、避難所開設・運営における学校等施設管理者の基本的な役割で示し

た通り、職員を派遣できず不在する場合や十分な人数を派遣できなかった場合には、

学校の職員等が中心となって避難所の開設を行って頂くことになると考えています。

その場合は、北斗市避難所マニュアルを参考にして下さい。 

これまでの、大規模災害を参考に、市として考える教職員の協力業務は以下の通り

です。 

【凡例】 ◎：主たる業務 ○：協力業務（市職員が不在等の場合は教職員が実施） 

（１）避難所の開設 

◎ 施設の解錠、避難所開設に関する問い合わせ対応 

◎ 授業等の停止・児童生徒等の安全確保 

◎ 施設の被害状況の確認 

◎ 開放区域の明示及び立ち入り禁止スペースの指定・標示 

◎ 避難者の待機場所（安全な場所）等への誘導（駐車場を含む。） 

◎ 受付設置等に必要な資機材（机、椅子、筆記具等）の準備 

○ 学校施設の安全確認（地震発生時） 

○ 総合受付の設置 

○ 避難スペース、共用スペース等の確保・標示 

・ 居住スペース、要配慮者スペース、体調不良者スペース、車中泊スペース 

・ 一般駐車場、ペット飼育場所、更衣室、育児室、ゴミ集積場 等 
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（２）避難者の受付 

  ○ 総合受付や居住スペースへの避難者の誘導 

  ○ 受付における避難者の把握と名簿の作成 

  ○ 避難者に対する情報提供や避難所ルールの周知 

  ◎ 施設内の設備・備品の確認、備蓄品の提供 

（３）避難所の運営 

  ○ 避難所運営組織（避難所運営委員会、運営班）の立ち上げ 

  ◎ 施設管理者として避難所運営委員会への参加（施設使用に関する助言等） 

  ○ 夜間を含む学校施設内の安全確認（防犯・衛生管理等） 

  ○ 備蓄品や支援物資の管理と仕分け、配付 

  ○ 要配慮者、体調不良者への対応 

  ○ 関係機関、地域の自治組織、ボランティア等との情報共有、連絡・調整 

（４）避難所の撤収 

  ◎ 学校機能再開のための準備 

  ○ 避難所の統廃合に関する理解促進 

  ○ 避難所の撤収・閉鎖 

  ◎ 閉鎖時における施設点検 

 

５ 学校以外の施設管理者の協力 

学校以外の施設については、生徒児童の安全確保等に関する事項がなくなります。 

また、施設の職員数が学校と違い少ないという違いがあるものの、基本的には学校

と同様に平素から避難所開設・運営に関する検証・整備を行うとともに、大規模災害

発生時には市の職員への協力をお願いします。 

特に施設解錠、電話対応（避難所に関する問合せ対応）、空調管理、施設の安全点

検、施設内への避難者の誘導・案内について協力をお願いします。 

 

６ 津波避難ビルに指定されている学校等の協力 

津波避難ビルは、あくまでも一時的に避難する施設であり、市職員の派遣は指定避

難所に比して優先順位が下がると考えられます。しかしながら、大津波警報が発表さ

れた場合は、解除されるまでの一定期間、避難者が滞在することが想定されることか

ら、教職員等が津波避難ビルに残っている状況においては、避難所の開設に準じて、

施設解錠、安全な場所への誘導、備蓄品（食料、飲料水、毛布等）の提供等を行う他、

災害対策本部へ住民避難状況の連絡をお願いします。 

ただし、児童生徒等の安全確保のため、学校から全員が安全な地域へ避難すること

を否定するものではなく、その場合は、施設解錠の他、安全な場所（経路）、立ち入り

禁止スペース、備蓄している物資の標示等の処置をお願いします。 


